千葉市トライアル発注認定事業審査実施要領
（目的）

第１条　この要領は、「千葉市トライアル発注認定事業実施要綱」（以下「実施要綱」という。）第８条に規定する千葉市トライアル発注認定事業における審査（以下「審査」という。）に関して、必要な事項を定めるものとする。

（審査対象）

第２条　審査の対象は、次の各号に掲げる事項とする。
（１）実施要綱第５条に規定する実施計画に関すること。
（２）実施要綱第１０条に規定する実施計画の変更に関すること。
　（一次審査）

第３条　一次審査は、申請者より提出された書面により実施することとし、次の各号に掲げる要件について審査を行うものとする。
（１）申請者が、実施要綱第４条各号に掲げる要件をすべて満たしていること。
（２）対象となる新製品が、実施要綱第２条第１号及び第２号に掲げる要件をすべて満たしていること。ただし、「食品衛生法」（昭和２２年法律第２３３号）第４条第１項に規定する食品、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」（昭和３５年法律第１４５号）第２条に規定する医薬品、医薬部外品及び化粧品、「農薬取締法」（昭和２３年法律第８２号）第２条に規定する農薬、その他市長が地方自治法施行令第１６７条の２第１項第４号の規定の趣旨に照らし不適切とするもの、千葉市トライアル発注認定申請（以下「申請」という。）時点で販売を開始していない製品、並びに過去に申請した実績がある同一製品（実施要綱第９条第４項に定める保留と区分された製品を除く。）は対象外とすること。

（３）対象となる新役務が、実施要綱第３条第１号及び第２号に掲げる要件をすべて満たしていること。ただし、工事における工法及び技術、その他市長が地方自治法施行令第１６７条の２第１項第４号の規定の趣旨に照らし不適切とするもの、申請時点で販売を開始していない役務、並びに過去に申請した実績がある同一役務（実施要綱第９条第４項に定める保留と区分された役務を除く。）は対象外とすること。

　（一次審査通過者の決定）

第４条　一次審査の結果、前条第１号及び、第２号又は第３号に掲げる要件を満たしていると認められる申請者を一次審査通過者とする。

（二次審査）

第５条　二次審査は、一次審査通過者を対象とし、千葉市トライアル発注認定事業二次審査採点表（様式第１号）により実施する。
２　二次審査の配点は、別表に定める「１　新規性・独自性・優位性」の各項目について、１点から５点の５段階とし、満点を２０点とする。

３　国家戦略特区における千葉市提案内容に合致する新製品及び新役務については、国家戦略特区加算を適用するものとし、配点の１割を加点するものとする。

４　二次審査は、委員が採点した各項目及び合計点数の平均を用いるものとする。

　（二次審査通過者の決定）

第６条　前条に規定する二次審査の結果、合計点数の平均が１２点以上の申請者を二次審査通過者とする。
（最終審査）

第７条　最終審査は、二次審査通過者を対象とし、千葉市トライアル発注認定事業最終審査採点表（様式第２号）により実施する。
２　最終審査は、次の各号に掲げるすべての要件を満たす審査会を設置し、審査するものとする。

（１）委員数は、４人以上８人以内とし、学識経験者を２人以上選定すること。

（２）前号に定める委員は、新製品及び新役務の新規性、独自性、優位性、市場性、信頼性等の評価や技術力の高さなど客観的に評価できる者を選定すること。

（３）委員には、申請者の企業秘密の保持に留意させること。

３　最終審査の配点は、別表に定める「１　新規性・独自性・優位性」「２　市場性」「３　信頼性」の各項目について、１点から５点の５段階とし、項目ごとに係数を乗じて点数を算出し、満点を１００点とする。

４　最終審査は、委員が採点した各項目及び合計点数の平均を用いるものとする。
　（最終審査通過者の決定）
第８条　前条に規定する最終審査の結果、合計点数の平均が６０点以上の申請者を最終審査通過者とする。

　（実施計画の変更に関する審査）

第９条　実施要綱第１０条に規定する実施計画変更承認申請書が認定事業者から提出された場合は、変更事項に関し、認定区分の変更の適否を審査するものとする。ただし、審査の形式は書面によることを妨げない。

別表
	１　新規性・独自性・優位性

	項目

	自社独自の技術・ノウハウ等に基づいて開発、生産された製品・役務であるか。

	従来製品・役務と比較して、性能、機能、特性等の面で優位性があるか。

	特許を保有するなど、新規性が認められるか。

	経営能率の向上、住民生活の利便の増進に貢献し得る製品・役務であるか。

	

	２　市場性

	項目

	市場や顧客ニーズに十分対応した製品・役務であるか。

	対象とする市場の成長性・将来性は高いか。

	市場において、性能・価格等の面で競合優位性があるか。

	

	３　信頼性

	項目

	製品・役務の生産管理、品質保証体制は十分か。

	製品・役務の安全性や環境負荷低減への配慮がなされているか。

	経営基盤が確立されており、経営状況は良好であるか。

	製品・役務を安定的に提供する上で、資金調達に支障がないか。


附　則
（施行期日）

この要領は、平成２８年７月１日から施行する。
　　附　則

この要領は、平成２９年６月１日から施行する。
　　附　則

この要領は、平成３０年５月１日から施行する。
　　附　則

この要領は、令和３年５月６日から施行する。

　　附　則
この要領は、令和４年４月１日から施行する。
　　附　則

この要領は、令和５年１月１７日から施行する。
